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は GDP が実質で年平均10％近い高い成長を維持し続けた。1991年には ₁人













































































の本格的な河川の水質調査であった。1965年 4 月，WHO が派遣したアメリ



















































































































































　2000年 4 月の第 ₃次改正は比較的小規模な変更にとどまった。台湾省政府
の実質的な廃止にともなう業務の縣・市政府への移管等が行われた。
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































　表 4－ ₁，表 4 － ₂ に，蕭新煌が数えた立法委員による環境問題に関する
質問数の推移を示した。表 4 － ₁ は大気，水，廃棄物など，おもに汚染排出



























































































































































































































⑻アメリカ合衆国の Clean Water Act との比較で Tang（1993），日本の水質汚濁
防止法との比較で鄭（1984）および Cheng（1993）が，台湾の水汚染防治法


































批判している（宇井 1988, II 97-100）。
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